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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期 

第２四半期累計期間 
第60期 

第２四半期累計期間 
第59期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （千円） 10,705,845 10,559,557 25,530,803 

経常利益 （千円） 589,208 529,005 2,023,578 

四半期（当期）純利益 （千円） 291,352 330,156 1,069,908 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 1,445,600 1,445,600 1,445,600 

発行済株式総数 （株） 6,306,000 6,306,000 6,306,000 

純資産額 （千円） 9,869,217 10,956,644 10,653,659 

総資産額 （千円） 15,973,488 17,711,055 19,643,336 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 46.23 52.38 169.76 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 15.00 

自己資本比率 （％） 61.78 61.86 54.24 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 468,546 1,101,040 1,413,759 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △178,205 188,125 △3,706,906 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △104,399 △347,192 1,388,298 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,917,569 2,768,478 1,826,505 

 

回次
第59期

第２四半期会計期間
第60期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 87.24 93.39 

 （注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）経営成績の分析

 当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、先行き不透明な中国経済等の外的要因による国内経済の下押しリ

スクがあるものの、政府の経済政策や日本銀行の金融政策により企業収益や雇用・所得環境に改善の動きが見られ

るなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

 このような状況のもと、当社におきましては、総合厨房機器メーカーとして、最近、ますます注目の集まる「食

の安全・安心」に繋がる厨房機器・厨房システムの提案に心がけ、営業部門、生産部門及び管理部門の各部門が一

体となって業績の向上に取り組んでまいりました。

 業績面におきましては、前年度に好調であった大型案件の受注が一旦落ち着き、当第２四半期累計期間の売上高

は105億59百万円（前年同期比1.4％減）となりました。利益面につきましては、売上高の減少及び利益率の若干の

低下により、営業利益は４億80百万円（前年同期比10.3％減）、経常利益は５億29百万円（前年同期比10.2％減）

となりましたが、固定資産売却益37百万円の計上により、四半期純利益につきましては３億30百万円（前年同期比

13.3％増）となりました。

 なお、当社は、主要販売先である学校給食関連の納期が夏季及び年度末に集中しているため、売上高等が第１、

第３四半期会計期間に比べて第２、第４四半期会計期間に高くなる傾向にあります。

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

 なお、前年第３四半期会計期間より、不動産賃貸事業を開始したことに伴い、報告セグメントの区分を変更して

おり、以下の前年同四半期比較については、変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①業務用厨房機器製造販売事業

 業務用厨房機器製造販売事業につきましては、売上高は105億１百万円（前年同期比1.9％減）、セグメント利

益は４億55百万円（前年同期比14.9％減）となりました。

②不動産賃貸事業

  平成26年12月に開始した不動産賃貸事業につきましては、売上高は57百万円、セグメント利益は24百万円とな

りました。

 

(2）財政状態の分析

 当第２四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ19億32百万円減少し、177億11百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金が９億41百万円、投資有価証券が１億６百万円増加したものの、受取手形及び売掛

金が27億83百万円、土地が２億19百万円減少したことなどによるものであります。

 負債合計は、前事業年度末に比べ22億35百万円減少し、67億54百万円となりました。これは主に、支払手形及び

買掛金が18億９百万円、長期借入金が２億50百万円、未払法人税等が１億97百万円減少したことなどによるもので

あります。

 純資産合計は、前事業年度末に比べ３億２百万円増加し、109億56百万円となりました。これは主に、剰余金の

配当が94百万円あったものの、四半期純利益を３億30百万円計上し、その他有価証券差額金が68百万円増加したこ

となどによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて９億41

百万円増加し、当第２四半期会計期間末には27億68百万円となりました。

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動の結果獲得した資金は11億１百万円（前年同四半期は獲得した資金４億68百万円）となりました。こ

れは主に仕入債務が18億63百万円減少、法人税等の支払額が４億62百万円あったものの、税引前四半期純利益を

５億65百万円、減価償却費を１億26百万円計上し、売上債権が28億２百万円減少したことなどによるものであり

ます。
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 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果獲得した資金は１億88百万円（前年同四半期は使用した資金１億78百万円）となりました。こ

れは主に有形固定資産の取得による支出が74百万円、無形固定資産の取得による支出が19百万円あったものの、

有形固定資産の売却による収入が２億86百万円あったことなどによるものであります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動の結果使用した資金は３億47百万円（前年同四半期は使用した資金１億４百万円）となりました。こ

れは主に長期借入金の返済による支出が２億50百円、配当金の支払額が93百万円あったことなどによるものであ

ります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

  当第２四半期累計期間における研究開発スタッフは33名、また、研究開発費は60百万円となっております。

  なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,000,000

計 17,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,306,000 6,306,000
東京証券取引所 

市場第二部

単元株式数

100株

計 6,306,000 6,306,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 6,306,000 － 1,445,600 － 1,537,125
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（６）【大株主の状況】

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中西製作所取引先持株会 大阪市生野区巽南5-4-14 462,400 7.33 

中西 昭夫 東京都杉並区 456,100 7.23 

中西 一真 奈良県大和郡山市 411,600 6.52 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 301,000 4.77 

中西製作所従業員持株会 大阪市生野区巽南5-4-14 277,384 4.39 

福島工業株式会社 大阪市西淀川区御幣島3-16-11 185,000 2.93 

阪和工材株式会社 大阪市淀川区西宮原1-8-24 141,800 2.24 

濵口 利子 奈良県香芝市 131,300 2.08 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内1-6-6日本生命証券

管理部内 
131,200 2.08 

濵口 明日香 奈良県香芝市 126,000 1.99 

計 － 2,623,784 41.60 

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   3,400
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,301,400 63,014 －

単元未満株式 普通株式   1,200 － －

発行済株式総数 6,306,000 － －

総株主の議決権 － 63,014 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社中西製作所 大阪市生野区巽南5-4-14 3,400 － 3,400 0.05

計 － 3,400 － 3,400 0.05

 

２【役員の状況】

   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,826,505 2,768,478 

受取手形及び売掛金 8,063,392 5,280,000 

商品及び製品 674,931 650,659 

仕掛品 531,627 555,976 

原材料及び貯蔵品 375,512 402,334 

繰延税金資産 163,975 167,282 

その他 109,098 168,537 

貸倒引当金 △5,710 △3,732 

流動資産合計 11,739,333 9,989,537 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 2,441,770 2,382,825 

土地 3,528,031 3,308,129 

その他（純額） 469,078 428,972 

有形固定資産合計 6,438,880 6,119,927 

無形固定資産 332,118 338,562 

投資その他の資産    

投資有価証券 662,898 768,945 

前払年金費用 108,280 144,062 

繰延税金資産 197,353 186,822 

その他 187,070 185,935 

貸倒引当金 △22,598 △22,737 

投資その他の資産合計 1,133,004 1,263,028 

固定資産合計 7,904,003 7,721,518 

資産合計 19,643,336 17,711,055 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,129,328 2,320,116 

短期借入金 400,000 400,000 

1年内返済予定の長期借入金 500,000 500,000 

未払費用 191,345 191,757 

未払法人税等 468,302 270,750 

賞与引当金 261,423 261,553 

その他 567,623 609,083 

流動負債合計 6,518,023 4,553,259 

固定負債    

長期借入金 1,300,000 1,050,000 

長期未払金 285,637 285,637 

退職給付引当金 806,494 803,896 

その他 79,521 61,616 

固定負債合計 2,471,653 2,201,151 

負債合計 8,989,676 6,754,411 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成27年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,445,600 1,445,600 

資本剰余金 1,537,125 1,537,125 

利益剰余金 7,929,939 8,268,208 

自己株式 △2,477 △2,477 

株主資本合計 10,910,186 11,248,456 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 248,810 317,731 

繰延ヘッジ損益 708 △845 

土地再評価差額金 △506,045 △608,697 

評価・換算差額等合計 △256,527 △291,811 

純資産合計 10,653,659 10,956,644 

負債純資産合計 19,643,336 17,711,055 
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 ※１ 10,705,845 ※１ 10,559,557 

売上原価 7,909,613 7,821,370 

売上総利益 2,796,231 2,738,186 

販売費及び一般管理費 ※２ 2,260,680 ※２ 2,258,058 

営業利益 535,551 480,128 

営業外収益    

受取配当金 6,623 7,891 

仕入割引 38,419 36,239 

その他 12,431 14,546 

営業外収益合計 57,474 58,676 

営業外費用    

支払利息 2,601 6,666 

売上割引 700 2,141 

その他 516 991 

営業外費用合計 3,817 9,799 

経常利益 589,208 529,005 

特別利益    

固定資産売却益 3,127 37,517 

特別利益合計 3,127 37,517 

特別損失    

固定資産除却損 147 914 

特別損失合計 147 914 

税引前四半期純利益 592,188 565,608 

法人税、住民税及び事業税 287,097 260,050 

法人税等調整額 13,738 △24,598 

法人税等合計 300,836 235,452 

四半期純利益 291,352 330,156 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期純利益 592,188 565,608 

減価償却費 66,512 126,744 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,729 △1,838 

賞与引当金の増減額（△は減少） 35,143 130 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,559 △2,597 

前払年金費用の増減額（△は増加） － △35,782 

受取利息及び受取配当金 △6,661 △7,932 

支払利息 2,601 6,666 

為替差損益（△は益） △370 － 

固定資産売却損益（△は益） △3,127 △37,517 

売上債権の増減額（△は増加） 2,025,647 2,802,123 

たな卸資産の増減額（△は増加） △385,948 △26,899 

仕入債務の増減額（△は減少） △1,334,560 △1,863,194 

その他 61,532 37,169 

小計 1,054,786 1,562,679 

利息及び配当金の受取額 6,661 7,932 

利息の支払額 △2,588 △6,703 

法人税等の支払額 △590,312 △462,867 

営業活動によるキャッシュ・フロー 468,546 1,101,040 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △96,890 △74,719 

有形固定資産の売却による収入 3,127 286,796 

無形固定資産の取得による支出 △76,756 △19,963 

投資有価証券の取得による支出 △4,419 △4,542 

その他の支出 △3,577 △2,019 

その他の収入 311 2,573 

投資活動によるキャッシュ・フロー △178,205 188,125 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000 － 

長期借入金の返済による支出 △100,000 △250,000 

リース債務の返済による支出 △10,231 △3,301 

配当金の支払額 △94,045 △93,890 

自己株式の取得による支出 △122 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △104,399 △347,192 

現金及び現金同等物に係る換算差額 370 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 186,312 941,973 

現金及び現金同等物の期首残高 2,731,257 1,826,505 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,917,569 ※ 2,768,478 
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

※１ 売上高の季節的変動

前第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成

27年４月１日 至 平成27年９月30日）

 当社は、学校給食設備等の納期が夏季及び年度末に集中しているため、売上高が第１、第３四半期会計期間に

比べて第２、第４四半期会計期間に高くなる傾向にあります。

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

 
 前第２四半期累計期間 
（自  平成26年４月１日 

  至  平成26年９月30日） 

 当第２四半期累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

給与 847,927千円 893,259千円 

賞与引当金繰入額 194,300 196,229 

退職給付費用 63,770 65,340 

貸倒引当金繰入額 △2,729 △1,838 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間

（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 2,917,569千円 2,768,478千円

現金及び現金同等物 2,917,569 2,768,478
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 94,540 15.00  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 94,538 15.00  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな

るもの

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

 受取手形及び売掛金並びに支払手形及び買掛金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

前事業年度（平成27年３月31日）

科目 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

 (1）受取手形及び売掛金 8,063,392 8,063,392 －

 (2）支払手形及び買掛金 4,129,328 4,129,328 － 

 

当第２四半期会計期間（平成27年９月30日）

科目
四半期貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

 (1）受取手形及び売掛金 5,280,000 5,280,000 － 

 (2）支払手形及び買掛金 2,320,116 2,320,116 － 

(注）金融商品の時価の算定方法

(1) 受取手形及び売掛金

  短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 支払手形及び買掛金

    短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

 当社は、業務用厨房機器の製造、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
四半期財務諸表

計上額 
 

業務用厨房機器
製造販売事業 

不動産賃貸事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 10,501,694 57,862 10,559,557 － 10,559,557 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ － － － － 

計 10,501,694 57,862 10,559,557 － 10,559,557 

セグメント利益 455,497 24,631 480,128 － 480,128 

  （注）各報告セグメントにおける利益は、営業利益を使用しております。 

 

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項

 前第３四半期会計期間より、新たに不動産賃貸事業を開始したため「業務用厨房機器製造販売事業」及び

「不動産賃貸事業」の２つの報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 46.23円 52.38円

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 291,352 330,156

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 291,352 330,156

普通株式の期中平均株式数（株） 6,302,612 6,302,589

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

株式会社中西製作所 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小竹 伸幸  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 秀男  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中西製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行

った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中西製作所の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長中西昭夫は、当社の第60期第２四半期（自平成27年７月１日 至平成27年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 


